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研究成果の概要（和文）：アメリカから渡来し、日本で独自の展開を遂げ消費者の利便性を高め、流通の効率を
高めた「日本型コンビニ」は、台湾、韓国、中国、タイ、インドネシア、フィリピン等アジア各国に進出し、
「コンビニ文化」を浸透させている。しかしながら、各国の経済・社会状況は異なり、「日本型コンビニ」はそ
れぞれの国の実情に合わせて「現地化」している。さらにコンビニのそれぞれの国における意味づけも異なり、
新たな意味づけを与えられる「文脈化」も進行しつつある。
消費者の利便性を追求するコンビニのビジネススタイルは、今後ともアジアの消費市場のイノベーターとして機
能し続けながら、「アジア型コンビニ」を生成していくことが見通される。

研究成果の概要（英文）：Japanese Style convenience store is a kind of mutant resulted by several 
business innovations experienced in Japan after it was imported from the United States in 1973. 
J-style convenience stores are now spreading through East and South-East Asian countries. Like "
MacDonaldization" in fast food chain system, Convenience store prevailing uniformed, standardized 
business style through Asia. However, each country has its own economic and social context. 
Therefore, J-Style convenience store is changing its style in response to those economic and social 
contexts. Although its orientation for modernization of logistics and computerization are common, 
variety of "Asian Style convenience stores" are emerging.  

研究分野：開発社会学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
日系企業によるコンビニエンスストアのアジア展開は、アジア途上国の物流の近代化、消費者に提供する利便性
の向上に寄与することは間違いない。しかしながら、各国の経済・社会状況に応じて「日本型コンビニ」の「現
地化」は不可欠であり、その過程で既存の小売業や社会規範などをできる限り損なわない形での最適化、文脈化
の努力も求められる。
　また、市場獲得競争の面が強調される商業行為ではあるものの、SDGs(国連持続可能な開発目標)の時代におい
ては、日本企業にも率先して「社会課題解決」「公共性との両立」といったコンビニエンスストアの潜在力を発
揮することが求められ、本研究はそのための基礎的な情報を提供している。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。
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１．研究開始当初の背景 
研究代表者の佐藤寛は、開発・援助という事象を中心に、途上国社会の「近代化」過程を社会

学的な視点から研究対象としてきた。1990 年代から 2000 年代は、主として公的援助(ODA)並び

に開発 NGO の活動に焦点を当てた事例研究と理論化を行ってきた。加えて過去 10年ほどは(2008

年～)｢ビジネスの力を活用した社会課題解決｣という視点から途上国の開発問題の新たなアクタ

ーとしての民間企業(とりわけ多国籍企業)に注目し、フェアトレード、BOP(経済的底辺層を対象

とした)ビジネスにも研究対象に広げてきた。これらの研究は基本的に「先進国-途上国」という

枠組みに依拠した研究であった。 

しかし、近年いわゆる新興国の台頭によって既存の｢先進国-途上国｣枠組みが揺らいでいる。

そうした中で、米国起源のコンビニエンスストア(以下コンビニ)は、よく知られるように、日本

で独自の進化（現地化）を遂げ、今や国内に５万店を構える「日本型コンビニ」としてユニーク

なビジネススタイルを確立している。日本で特徴的な進化を遂げたコンビニエンスチェーン各

社は、消費者の利便を最重視する｢日本型コンビニエンスストア｣のモデルを携えて、アジア各国

に展開している。この「日本型コンビニ」の途上国展開はある種の「近代化」介入とも見ること

が出来、これに対する現地の小売業、物流業の対応、さらには消費者の対応が国により、文化に

より少しずつ異なっていることも明らかになりつつある。そこで、「コンビニ」という標準化さ

れたビジネスモデルの登場と、それに対する社会の反応に注目することで、(アジア)途上国の

人々の近代化適応過程を分析することが可能ではないか、という着想を得るに至った。 

チェーンストア（フランチャイズ）という 20 世紀的なツールによる、画一的グローバル文化

の普及については社会学者・リッツアの提示した「マクドナルド化」概念が 1990 年代から注目

されてきたが、さらにワトソン『マクドナルドはグローバルか』（1997＝2003 新曜社）では、

アジアにおけるマクドナルドの土着化・現地化に着目している。ファストフード同様チェーンス

トア形態を取るコンビニもまた、「マクドナルド化」の視点から分析することが出来るのだろう

か。これが本研究のスタートラインとなった。 

ファストフードは食文化に影響を与えるが、コンビニは浸透すればするほど食のみならず人々

の消費行動、ライフスタイル全般にまで影響を及ぼしうるという意味で「マクドナルド化」以上

のインパクトを持ちうる。日系各社が｢日本型コンビニ｣を積極的に東南アジアに展開し始めて

いる現在、日本の研究者がコンビニの社会的影響研究に取り組む意義は高いと考えられた。これ

が本研究開始の背景である。 
 
２．研究の目的 

本研究では、日本型コンビニエンスストアの

アジア展開によってアジア諸国の流通市場、消

費市場にどのような変化が起きているのかを

フィールドワークを中心として社会学的に観

察し、それをもとに地域間比較をおこなうこと

を目的とした。特に、現地社会の既存の流通、

小売り、サービス業とどのような軋轢・調整を

経ながら「日本型コンビニ」というビジネスモ

デルが、「現地化」（土着化）していくのか、こ

のプロセスを解明することを目指した。 

もとより「日系コンビニ」(日本企業が展開する

アジア 5ヶ国・地域における日系コンビニ 3

社(セブンイレブン、ローソン、ファミリー

マート)の展開状況(2017 年) 
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コンビニ)のアジア進出は、決して「日本型コンビニ」(日本で確立したビジネスモデル)の完全移

植を目指すものではない。消費者の利便を最大化することをうたう「コンビニ」というビジネス

モデルは、定義により消費者に合わせて「現地化」するよう宿命付けられているとも言え、現地

社会への適応力こそが「日系コンビニ」の実力が問われる部分となる。したがってこの「現地化」

過程が本研究第一の分析対象となる。 

もちろん、現地化の中には現地における契約上の問題や、流通システム・商品力など、「日本

型コンビニ」の強みを発揮できない制約条件のために「やむをえない」対応も含まれうる。それ

ゆえ、本研究で注視するのは、日系コンビニがどのような試行錯誤を経て、どの様な戦略のもと

に「現地化」していくのかである。このことは、コンビニが「高度消費社会における最終小売形

態｣であるのか、という普遍化志向の問いとも接点を持ちうる。 

それと同時に重要なのが、日系コンビニの進出が対象社会にもたらす直接的／間接的な影響

である。日系コンビニの「現地化」のみならず、現地の零細な「伝統的よろず屋(パパママスト

ア)」がコンビニ化し、さらには現地資本のローカルコンビニが「日本化」していくことも、本

研究における第二の分析対象となる。途上国社会にとって、外国資本のコンビニが「侵入」して

来たとき、「伝統的よろず屋」とその消費者たる庶民、仲買人、流通関係者などが「日本型コン

ビニ」をいかに受容／拒否するのか。これが二つ目の焦点となる。 

以上、本研究では、二つの事象に焦点を当てて、アジア諸国の経済・社会・文化的要因ととも

に検討する。さらに、コンビニは「生活のハブ」として機能する社会インフラであることから、

コンビニが各途上国の社会的ニーズをいかに取り込み、そして、その存在によって消費生活を変

容させるのかについて注視し、アジア諸国を横断的に比較することで、各地域の特徴やパターン

を明らかにすることを目指した。 

このように①「日系コンビニ」の進出による「現地化」過程を解明し、②その社会文化的

影響を把握し、③さらに今後展開するだろう東南アジア、南アジア、太平洋等諸国において

どのような「現地化」が起こりうるのかを予測する分析枠組みを提示することが本研究の目

指す到達点である。 
 
３．研究の方法 
本研究ではアジア５カ国・地域の比較調査をおこなう（前頁の図参照）。その理由は、日系コ

ンビニの進出時期が比較的早く、展開が進んでいる「コンビニ先進国」の台湾およびタイ、「中

進国」の中国、そしてまだ初期段階のインドネシアとベトナムを主たる調査対象として設定した。 

これら五カ国を対象に、本研究では三つの段階で研究を進めることとした。 
第一段階では、各研究分担者が、中国、台湾、タイ、インドネシア、ベトナムの五か国を担当

し、それぞれの国での日系コンビニの進出状況を現地調査等で明らかにし、それぞれの国での

「現地化」への取り組みを把握することを目指した。ただし「現地化」する際に日系各社が｢譲

れない一線｣としてこだわる「日本的」要素にも注目した。それと同時に、日本型コンビニの展

開が現地社会にもたらす直接的／間接的な影響についても分析した。 

本研究の中核的活動となるフィールドワークは、1）店頭調査、2）各社事業担当者および現地

産業に詳しい研究者らへのヒアリング、3）コンビニ利用者の観察および若者層などフォーカス

グループインタビューなどをできる限り共通化した枠組みで行った。 

これら五カ国を多面的な視点から考察するため、10 名の研究分担者はそれぞれ異なるディシ

プリン（文化人類学、社会学、経済学、開発学など）を有し、いずれも途上国の社会・経済発展
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に関する研究蓄積が十分にある研究者を配した。 

第二段階では、コンビニは「生活のハブ」として機能する社会インフラであることから、コン

ビニが各途上国の社会的ニーズをいかに取り込み、そして、その存在によって消費生活を変容さ

せるのかについてアジア諸国を横断的に比較した。これにより各地域の特徴やパターンの違い

が浮き彫りになった。 

 

4.研究成果 

三年間の研究活動を通して、各研究分担者はそれぞれの担当国の現地調査を実施し、多く

の知見を獲得した。また、調査員を利用した店頭調査は、インドネシア、タイ、ベトナムの

三か国で実施した。これらの主な調査項目は、商品（弁当、インスタント食品、半加工食品、

トイレタリー製品）、サービス（公共料金、携帯電話チャージ、エンターテイメント）であ

り、これらを、それぞれの地域の社会・文化・政治・経済状況と関連づけて分析した。 

 これらの研究を通して、「日本型コンビニ」には特徴的な要素がいくつかあり(最終報告書

では、これをコンビニ・ビジネスモデルの「１０のイノベーション」として整理した)、そ

れぞれが進出先のアジア各国の経済・社会状況との相互作用の中で「現地化」していること

が明らかになった。さらに、単に現地の状況に合わせてビジネススタイルが変化するという

意味での「現地化」にとどまらず、コンビニの利用のされ方、社会的意味付けなども日本に

おける「日本型コンビニ」とは異なる形で受容される「文脈化」も見出すことが出来ること

が明らかになった。 

 また、日本型コンビニの収益源である弁当・おにぎり・サンドイッチや、店内調理のおで

んなどの「中食」についても興味深い発見があった。日系コンビニ各社は、日本での経験を

踏まえて「中食」の充実を図り、現地消費者の味覚に合わせる商品開発などに尽力している

が、東南アジアでは「屋台文化」がまだ色濃く残っており当面は「屋台との共存」の中で、

いかにコンビニらしさを消費者に訴えていくか、という点に苦労していることが分かった。 

 さらに、小売り店舗の近代化についていえば、日本型コンビニの SQC(サービス、品質、

店舗の清潔さ)は、多くの消費者に受け入れられているものの、物流の近代化（共同配送セ

ンター等）については、まだまだ時間がかかりそうな国も多いことが分かった。 

 そして、アジアにおける新たな展開として、インターネット販売（eコマース）について

は、中国でのキャッシュレス化、インドネシアでの「買い物代行」など日本以上に進展して

いる部分もあり、「日本型コンビニ」は複数の「アジア型コンビニ」に変異しつつあること

も明らかになった。 

 これら研究成果は、2020年度中に商業出版（日本評論社）される予定である。 
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